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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.13-42 

 添付法令資料 1： 標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する 2003200320032003 年年年年 5555 月月月月 15151515 日付モンゴル日付モンゴル日付モンゴル日付モンゴル    

        国法律国法律国法律国法律（目次） 

 添付法令資料 2： 2013201320132013 年年年年 9999 月月月月 4444 日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイ日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイ日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイ日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイ    

        ドライン」ドライン」ドライン」ドライン」（目次） 

 添付法令資料 3： ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程及び及び及び及び株式会社の執行機株式会社の執行機株式会社の執行機株式会社の執行機    

        関に関する模範規程関に関する模範規程関に関する模範規程関に関する模範規程（目次） 

 添付法令資料 4： 非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する 1998199819981998 年年年年 5555 月月月月 7777 日付ロシア連邦日付ロシア連邦日付ロシア連邦日付ロシア連邦    

        法律法律法律法律 No.75No.75No.75No.75----FZFZFZFZ（目次） 

 添付法令資料 5： 消費者の権利の消費者の権利の消費者の権利の消費者の権利の保護に関する保護に関する保護に関する保護に関する 1991199119911991 年年年年 5555 月月月月 12121212 日付ウクライナ日付ウクライナ日付ウクライナ日付ウクライナ    

        法律法律法律法律 No.1023No.1023No.1023No.1023----XIIXIIXIIXII（目次） 

 添付法令資料 6： ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2013年 10月 18日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 種苗法第 18条第 1項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第 2645
号） 

13.10.15公布 
2 組換え DNA 技術応用食品及び添加物の安全性審査の手続を経た生物の公表

を行う件（厚生労働省告示第 334号） 
13.10.17公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 人体損傷程度鑑定標準 
  （人体损伤程度鉴定标准） 

13.08.30 公布 最高人民法院、最高人民検察院、公安部、国家安全部及び

司法部／14.01.01 施行 
2 都市・鎮排水及び汚水処理条例 
  （城镇排水与污水处理条例） 

13.10.02 公布 国務院令第 641号／14.01.01 施行 
3 医療器械品質監督・抽出調査・検査管理規定 
  （医疗器械质量监督抽查检验管理规定） 

13.10.11 発布 食薬監械監[2013]212号／同日施行 
4 価格行政処罰事件審理・審査規則 
  （价格行政处罚案件审理审查规则） 
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13.09.30 発布 発改価監[2013]1950号／14.01.01 施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 税収協定相互協議手続実施弁法 
  （税收协定相互协商程序实施办法） 

13.09.24発布 国家税務総局公告 2013年第 56号／13.11.01施行 
2 中古車販売企業のインボイス使用に関係する問題に関する公告 
  （关于二手车经销企业发票使用有关问题的公告） 

13.10.09発布 国家税務総局公告 2013年第 60号 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 反コラプションに関するロシア連邦法律第 12.1 条への変更の導入に関する

2013年 9月 30日付ロシア連邦法律 No.261-FZ 
2 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 23.21 条への変更の導入に関する

2013年 9月 30日付ロシア連邦法律 No.262-FZ 
公布の日から施行 

3 ロシア連邦租税法典第 2部第 26章及び関税率に関するロシア連邦法律第 3.1
条への変更の導入に関する 2013年 9月 30日付ロシア連邦法律 No.263-FZ 

原則として 14.01.01施行 
4 ロシア連邦租税法典第 2 部第 22 章への変更の導入に関する 2013 年 9 月 30
日付ロシア連邦法律 No.269-FZ 

原則として 14.01.01施行 
5 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 ベトナムにおいて流通が許可されている水産食物並及び水産養殖環境を処

置・改善する製品の補充・修正目録を公布する農業及び農村発展省の 2013年 8
月 12日付第 39/2013/TT-BNNPTNT号通知 

13.10.27施行 
2 水力発電所の操業、道路橋の建設、水中工事の建設、水利工事の建設及び完

成、家畜・家禽の飼育並びに造林に係る各職業に関する職業中級又は職業短大

の職業訓練設備の目録を公布する労働・傷兵及び社会省の 2013年 8月 19日付

第 12/2013/TT-BLĐTBXH号通知 
13.10.03施行 

3 油、ガス並びに石油及び液化石油ガスの経営に係る分野における行政違反処

罰を規定する政府の 2013年 8月 27日付第 97/2013/NĐ-CP号議定 
13.10.10施行 
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4 保険経営及び富くじ経営の分野における行政違反処罰に関して規定する政府

の 2013年 8月 28日付第 98/2013/NĐ-CP号議定 
13.10.15施行 

5 個人所得税法、個人所得税法の若干の条項の修正・補充法並びに個人所得税

法及び個人所得税法の若干の条項の修正・補充法の若干の細則を規定する政府

の第 65/2013/NĐ-CP号議定の実施を指導する財政省の 2013年 8月 15日付第

111/2013/TT-BTC号通知 
13.10.01施行 

 

第 5 韓国 

1 住宅賃貸借保護法施行令一部改正令（案）立法予告 
13.10.14公布 法務部公告第 2013-224号 

2 商店街建物賃貸借保護法施行令一部改正令（案）立法予告 
13.10.14公布 法務部公告第 2013-225号 

3 住宅賃貸借契約証書上への確定日付付与及び情報提供に関する規則全部改正

令（案）立法予告 
13.10.14公布 法務部公告第 2013-226号 

4 賃貸住宅法施行令一部改正令（案）再立法予告 
13.10.14公布 国土交通部公告第 2013-725号 

5 建築物台帳の記載及び管理等に関する規則一部改正令（案）立法予告 
13.10.14公布 国土交通部公告第 2013-726号 

6 不公正貿易行為調査及び産業被害救済に関する法律施行令一部改正令（案）

立法予告 
13.10.15公布 産業通商資源部公告第 2013-281号 

7 新医療技術評価に関する規則一部改正令（案）立法予告 
13.10.15公布 保健福祉部公告第 2013-491号  

8 新技術認証・技術検証の評価手続及び基準等に関する規程一部改正告示（案）

立案予告 
13.10.15公布 環境部公告第 2013-534号 

9 情報通信産業振興法施行令一部改正令 
13.10.16公布 大統領令第 24793号／同日施行 

10 本人署名事実確認等に関する法律施行令一部改正令 
13.10.16公布 大統領令第 24795号／同日施行（ただし、一部を除く。） 

11 著作権法施行令一部改正令 
13.10.16公布 大統領令第 24797号／13.10.17施行 

12 産業集積活性化及び工場設立に関する法律施行令一部改正令 
13.10.16公布 大統領令第 24798号／同日施行 

13 商標法一部改正法律（案）等 24件（目録、付属書１）立法予告 
13.10.16公布 法制処公告第 2013-100号 

14 品質経営及び工業製品安全管理法一部改正法律（案）立法予告 
13.10.16公布 産業通商資源部公告第 2013-286号 

15 放置廃棄物処理履行保証金算出のための廃棄物の種類別処理単価告示一部改

正 
13.10.17公布 環境部告示第 2013-129号／公布後 1年が経過した日から
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施行 
16 不正競争防止及び営業秘密保護に関する法律一部改正法律（案）立法予告 

13.10.17公布 産業通商資源部公告第 2013-253号 
17 医療給与法施行令及び施行規則一部改正令（案）立法予告 

13.10.17公布 保健福祉部公告第 2013-496号 
18 法務部令第 799号（出入国管理法施行規則一部改正令）中訂正 

13.10.18公布 
19 食品衛生法施行令一部改正令（案）立法予告 

13.10.18公布 食品医薬品安全処公告第 2013-213号 
20 食品衛生法施行規則一部改正令（案）立法予告 

13.10.18公布 食品医薬品安全処公告第 2013-214号 
 

第 6 台湾 

1 外国人停留・居留及び永久居留弁法（修正） 
13.10.04発布 内政部 台内移字第 1020957418号／13.10.04施行 

2 香港・マカオの住民が台湾において就学することに係る弁法（修正） 
13.10.09発布 教育部 台教文（二）字第 1020142619B号／発布日から施

行 
3 会社の登記及び認可弁法（修正） 

13.10.14発布 経済部 経商字第 10202432160号 
4 証券投資信託基金管理弁法（修正） 

13.10.16発布 金融監督管理委員会 金管証投字第 1020040303号 
 

第 7 香港特別行政区 

1 《2013 年道路交通(公共服務車輛)(修訂)規例》 

(Road Traffic (Public Service Vehicles) (Amendment) Regulation 2013) 
13.12.08施行（2013年第 151号法律公告） 

2 《2013 年電子交易(豁免)(修訂)令》 

(Electronic Transactions (Exclusion) (Amendment) Order 2013) 
13.12.20施行（2013年第 156号法律公告） 

 

第 8 シンガポール 

1 Rules of Court (Amendment No.4) Rules 2013 
First published on 14th October 2013 and came into operation at 6 a.m. 

of 15th October 2013; No.S650/2013 
 

第 9 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 10 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 11 フィリピン 

1 Republic Act No. 10574 
AN ACT ALLOWING THE INFUSION OF FOREIGN EQUITY IN THE 

CAPITAL OF RURAL BANKS, AMENDING REPUBLIC ACT NO. 7353, 
OTHERWISE KNOWN AS “THE RURAL BANK ACT OF 1992”, AS 
AMENDED, AND FOR OTHER PURPOSES 

13.05.24 承認／官報又は 2 つ以上の全国流通新聞に公布された日から 15
日後に施行 

 

第 12 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 13 モンゴル 

1 裁判官の法的地位に関する法律、検察機関に関する法律、反賄賂法、法律家

の法的地位に関する法律及び裁判所の国民代表の法的地位に関する法律の一

部の規定が憲法の関連する条項又は規定に違反するか否かに関する論争を審

査して判定することに関する 2013年 5 月 8日付モンゴル国憲法の準則に係る

結論 
 

第 14 カザフスタン 

1 温室効果ガスの排出に対するクォータの変更及び証明書の再正式化手続規則

の承認に関する 2012 年 5 月 7 日付カザフスタン共和国政府決定 No.585 への

変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 9月 24日付 No.1000／公布の日から施行 

2 フィルター付タバコに対する最低小売価格の設定に関する 2007 年 4 月 4 日

付カザフスタン共和国政府決定 No.260 への変更及び追加の導入に関するカザ

フスタン共和国政府決定 
2013年 10月 11日付No.1087／公布の日から 10日後に施行 

3 特定肉類の輸入に対する 2013年（第 2段階）における対外経済活動参加者間

における関税クォータ規模の分配に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 10月 10日付No.1074／公布の日から 10日後に施行 

4 規制される市場における価格形成規則の承認に関する 2009 年 3 月 3 日付カ

ザフスタン共和国政府決定 No.238 への変更及び追加の導入に関するカザフス

タン共和国政府決定 
2013年 7月 5日付No.692／公布の日から 10日後に施行 

5 電力網規則の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 
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2013年 6月 19日付 No.625／公布の日から 10日後に施行 
6 予算への租税その他公租公課に関する 2008 年 12 月 10 日付カザフスタン共

和国法典（租税法典）により規定される文書の様式の承認に関する 2011年 10
月 31日付カザフスタン共和国政府決定 No.1238への変更及び追加の導入に関

するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 1日付No.659／公布の日から 10日後に施行 

7 石油製品の製造及び販売に係るモニタリングの実行規則の承認に関する

2012年 1月 19日付カザフスタン共和国政府決定 No.137への追加の導入に関

するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 2日付No.669／公布の日から施行 

8 ID番号国家登記簿の作成、管理及び使用規則の承認に関する 2007年 4月 27
日付カザフスタン共和国政府決定 No.343 への変更及び追加の導入に関するカ

ザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 2日付No.677／公布の日から 10日後に施行 

9 低パワー自然独占主体活動に係る簡易国家規制規則の承認に関する 2007 年

11月 30日付カザフスタン共和国政府決定No.1157への変更及び追加の導入に

関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 5日付No.689／公布の日から 10日後に施行 

10 水利事業システム分野において規制される役務の自然人による消費量の正当

な規模の確定規則の承認に関する 2010 年 6 月 7 日付カザフスタン共和国政府

決定 No.521への変更の導入に関するカザフスタン共和国政府決定 
2013年 7月 5日付No.690／公布の日から 10日後に施行 

 

第 15 ウズベキスタン 

1 適合性の評価に関するウズベキスタン共和国法律 
2013年 10月 4日付 No.ZRU-354／2014年 3月 5日施行 

2 ウズベキスタン共和国のいくつかの法規に係る変更及び追加の導入並びに失

効の認定に関するウズベキスタン共和国法律 
2013年 10月 7日付 No.ZRU-355／公布の日から施行 

3 タシケント市における旅客運送の組織化システムの今後の改善に係る措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 
2013年 10月 9日付 No.PP-2048／同年 12月 14日施行 

4 火災に対する国家監督に係る規程の承認に関するウズベキスタン共和国内閣

決定 
2013年 10月 4日付No.272／同月 14日官報No.41（593）掲載法令No.547 

5 アングレン市における国有財産施設の効率的な利用に関するウズベキスタン

共和国内閣決定 
2013年 10月 7日付 No.273／同月 14日施行 

6 いくつかのウズベキスタン共和国内閣決定への変更及び追加の導入に関する

ウズベキスタン共和国内閣決定（事業活動分野における認可手続に関するウズ

ベキスタン共和国法律の実施に係る措置に関する 2013年 8月 15日付ウズベキ

スタン共和国内閣決定 No.225の執行に関連する決定） 
2013年 10月 8日付No.276／同月 14日官報No.41（593）掲載法令No.550 

7 支払不能企業の裁判管理人の活動の組織化に係る措置に関する 2004 年 3 月
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23日付No.138ウズベキスタン共和国内閣決定への変更及び追加の導入に関す

るウズベキスタン共和国内閣決定（偽装倒産、倒産の隠匿及び計画倒産の前兆

の摘発に係る規則の承認に関する 2013年 8月 14日付No.224ウズベキスタン

共和国内閣決定に関連する決定） 
2013年 10月 8日付 No.277／同月 14日施行 

8 会計監査活動に関する情報様式及びその記入規則の承認に関するウズベキス

タン共和国財務省決定 
2013 年 9 月 9 日付 No.83 同年 10 月 9 日法務省登録 No.2515／同月 14

日施行 
9 輸出入貨物の正式化手続に際して関税機関に対し提出される文書のリストへ

の変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国対外経済関係、投資及び

貿易省、財務省並びに関税国家委員会決定 
2013年 9月 18日付対外経済関係、投資及び貿易省 No.14、財務省No.87

並びに関税国家委員会 No.01-02/19-27 同年 10 月 11 日法務省登録

No.428-7／同月 14日施行 
10 ウズベキスタン共和国国家品質認定システムにおける労務及び役務に対する

支払規則の承認に関するウズベキスタン共和国標準化、計量及び品質認定庁長

官命令 
2013年 9月 18日付 No.439 同年 10月 11日法務省登録 No.2516／同月

14日施行 
 

第 16 トルコ 

1 独立会計監査人の一般目的及び独立会計監査の独立会計監査基準への適合的

な執行に関する公開監督、会計及び会計監査基準局の通知（BDS 200）･トル
コ会計監査基準 No.2 

2013年 10月 13日官報 No.28794／施行：第 5条の定めによる。 
2 トルコ共和国政府とギリシア共和国政府との間の情報及び通信技術並びに郵

便サービス分野における覚書の承認に関する内閣決定 
2013 年 8 月 19 日付 No.2013/5289 同年 10 月 13 日官報 No.28794／受

理された情報の施行のために必要な国内の法的手続の完了の外交ルートを通

じた最終的な相互に対する書面による通知の取得日に施行 
3 2013年投資プログラムの附属書の記載による調整に関する内閣決定 

2013年 9月 2日付No.2013/5350 同年 10月 12日官報 No.28793 
4 電力生産株式会社（ELEKTRİK ÜRETİM ANONİM ŞİRKETİ）の電力及び

電力容量の販売に関する電力生産株式会社総支配人の規則 
2013年 10月 12日官報 No.28793／同日施行 

5 文化及び自然資産の保護に関する法律における変更の実施に関する法律 
2013年 10月 8日付 No.6498 同月 11日官報 No.28792／同日施行 

6 保健省の医学研究室規則 
2013年 10月 9日官報 No.28790／同日施行 

7 2013年 5月 15日付法律 No.6485によりその加入が批准された添付の「職業

上の健康及び安全の促進枠組みに関する条約 No.187」への加入に関する内閣

決定 
2013年 8月 23日付No.2013/5356 同年 10月 8日官報No.28789／批准
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に関する情報の登録日から 12か月後に施行 
 

第 17 ウクライナ 

1 消費者の権利の保護に関する法令違反に対する罰金の賦課及び取立手続に関

する規程第 2項への変更の導入に関する 2013年 10月 2日付ウクライナ内閣の

決定 No.727 
2 裁判所の判決の執行に関してウクライナのいくつかの法律へ変更を導入する

ことに関する 2013年 9月 29日付ウクライナ法律 No.583-Ⅶ 
公布の日に続く日から施行 

3 共同投資機関の資産の構成及び構造に関する規程の承認に関する 2013 年 9
月 10日付有価証券及び証券市場に係るウクライナ国家委員会の決定 No.1753 

14.01.01施行 
 

第 18 ポーランド 

1 裁判所による（会社等の）国家登記に関する法律の単一テキストの公布に関

する 2013年 7月 18日付国会下院議長の公告 
13.10.11公布No.1203／一部を除き、13.06.30施行 

2 ヴァルミンスキー・マズルスキー経済特別地区に関する命令を変更する 2013
年 10月 1日付閣僚会議の命令 

13.10.15公布 No.1214／同日施行 
3 住宅協同組合に関する法律の単一テキストの公布に関する 2013 年 8 月 7 日

付国会下院議長の公告 
13.10.18公布 No.1222／公布の日から 3か月の期間経過後に施行 

 

第 19 チェコ 

1 保険事業に関する法律のいくつかの規定を執行する公告を変更する 2013年9
月 18日付公告 

13.10.11公布No.326／13.11.01施行 
 

第 20 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 21 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 22 ミャンマー 

1 通信法 
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13.10.08制定 
2 農民の権利保護及び利益向上法 

13.10.08制定 
3 ミャンマー国家海洋工学大学法を改正する法律 

13.10.15制定 
4 ミャンマー国家航空法を改正する法律 

13.10.15制定 
 

第 23 添付法令資料 

   1 標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する標準化及び適合性評価に関する 2003200320032003 年年年年 5555 月月月月 15151515 日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律日付モンゴル国法律（目次）    

   2 2013201320132013 年年年年 9999 月月月月 4444 日付北京市高級人民法院日付北京市高級人民法院日付北京市高級人民法院日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイドライン」「特許権侵害判定ガイドライン」「特許権侵害判定ガイドライン」「特許権侵害判定ガイドライン」（目

次）    

   3 ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程ウズベキスタン株主総会に関する模範規程及び及び及び及び株式会社の執行機関に関す株式会社の執行機関に関す株式会社の執行機関に関す株式会社の執行機関に関す

る模範規程る模範規程る模範規程る模範規程（目次）    

   4 非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する非国家年金ファンドに関する1998199819981998年年年年5555月月月月7777日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律日付ロシア連邦法律No.75No.75No.75No.75----FZFZFZFZ（目

次）    

   5 消費者の権利の保護に関する消費者の権利の保護に関する消費者の権利の保護に関する消費者の権利の保護に関する 1991199119911991 年年年年 5555 月月月月 12121212 日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律日付ウクライナ法律

No.1023No.1023No.1023No.1023----XIIXIIXIIXII（目次）    

   6 ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法ミャンマー連邦選挙委員会法（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

設樂 公晴  弁護士：マレーシア・インドネシア・モンゴル法令担当 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：インド・バングラデシュ法令担当 

 兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主任 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・シンガポール・韓国法令担当 

志賀 正帥  弁護士：金融（Banking, Securities & Insurance）・台湾・香港・ 
越南法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア法令担当 

秦野 晃一  弁護士：フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

商 蕾    外国法研究員（中国律師）：韓国法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所 

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 



1 
 

添付法令資料 1： 
 

標準化及び適合性評価に関する 2003年 5月 15日付モンゴル国法律（目次） 
2003年 9月 1日施行 2008年最終改正 

 
 
第 1章  総則（第 1条ないし第 3条） 
第 2章  標準化及び技術的コントロール（第 4条ないし第 11条） 
第 3章  適合性評価（第 12条ないし第 17条） 
第 4章  標準化及び適合性評価を執行する機関及びその権限（第 18条ないし第 25

条） 
第 5章  その他の規定（第 26条及び第 27条） 
 
 
 
添付法令資料 2： 
 
2013年 9月 4日付北京市高級人民法院「特許権侵害判定ガイドライン」（目次） 

 
 
第 1部 発明又は実用新案特許権保護範囲の確定 

第 1章 保護範囲解釈対象の確定（第 1条ないし第 5条） 
第 2章 解釈原則（第 6条ないし第 8条） 
第 3章 解釈方法（第 9条ないし第 29条） 

第 2部 発明又は実用新案特許権侵害の判定 
第 1章 技術的特徴の対比方法（第 30条ないし第 34条） 
第 2章 同一の権利侵害（第 35条ないし第 40条） 
第 3章 同等の権利侵害（第 41条ないし第 60条） 

第 3部 意匠特許権保護範囲の確定（第 61条ないし第 69条） 
第 4部 意匠特許権侵害の判定（第 70条ないし第 86条） 
第 5部 その他の特許権侵害行為の認定 

第 1章 特許権侵害行為（第 87条ないし第 104条） 
第 2章 共同権利侵害行為（第 105条ないし第 110条） 

第 6部 特許権侵害の抗弁 
 第 1章 特許権効力の抗弁（第 111条及び第 112条） 
 第 2章 特許権濫用の抗弁（第 113条及び第 114条） 

第 3章 権利非侵害の抗弁（第 115条ないし第 118条） 
第 4章 権利侵害とみなさない抗弁（第 119条ないし第 124条） 
第 5章 現有技術の抗弁及び現有設計の抗弁（第 125条ないし第 132条） 
第 6章 合理的由来の抗弁（第 133条） 



2 
 

添付法令資料 3： 
 

ウズベキスタン株主総会に関する模範規程（目次） 
（株式会社の管理制度の改善に係る措置に関する 1998年 8月 22日付 

ウズベキスタン共和国内閣決定 No.361の附属書 No.1） 
 
 
第 1章  総則（第 1.1条ないし第 1.7条） 
第 2章  株主総会の権限（第 2.1条） 
第 3章  株主総会への参加権。株主及びその代理人の登記（第 3.1条ないし第 3.151

条） 
第 4章  定時株主総会の開催準備（第 4.1条ないし第 4.11条） 
第 5章  臨時株主総会の開催準備（第 5.1条ないし第 5.12条） 
第 6章  株主総会の定足数（第 6.1条ないし第 6.6条） 
第 7章  株主総会の業務機関（第 7.1条ないし第 7.16条） 
第 8章  株主総会の開催手続（第 8.1条ないし第 8.8条） 
第 9章  株主総会の議事録（第 9.1条ないし第 9.7条） 
第 10章  株主総会の決定の執行（第 10.1条及び第 10.2条） 
 
 
 

ウズベキスタン株式会社の執行機関に関する模範規程（目次） 
（株式会社の管理制度の改善に係る措置に関する 1998年 8月 22日付 

ウズベキスタン共和国内閣決定 No.361の附属書 No.3） 
 
 
第 1章  総則（第 1.1条及び第 1.2条） 
第 2章  株式会社の執行機関の形成手続（第 2.1条ないし第 2.8条） 
第 3章  株式会社の執行機関の権限及び構成（第 3.1条ないし第 3.5条） 
第 4章  株式会社の執行機関の議長（第 4.2条ないし第 4.5条） 
第 5章  株式会社の執行機関の業務手続（第 5.1条ないし第 5.3条） 
第 6章  株式会社の執行機関の役員の責任（第 6.1条ないし第 6.7条） 
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添付法令資料 4： 
 
非国家年金ファンドに関する 1998年 5月 7日付ロシア連邦法律 No.75-FZ（目次） 

公布の日から施行 2013年最終改正 
 

 
第 1章  総則（第 1条ないし第 3.1条） 
第 2章  ファンドの設立、その国家登記及び活動に係るライセンシング（第 4条な

いし第 7.2条） 
第 3章  ファンドの活動（第 8条ないし第 15条） 
第 4章  ファンドの固有財産（第 16条ないし第 18条） 
第 5章  ファンドによる義務の履行の保証（第 19条ないし第 23条） 
第 6章  年金準備金資金の配分及び年金蓄積基金の投資（第 24条ないし第 27条） 
第 7章  ファンドの管理及びその活動に対するコントロールの機関（第 28条ない

し第 31条） 
第 8章  会計記帳及び会計報告（第 32条及び第 32.1条） 
第 9章  ファンドの再編及び清算（第 33条及び第 33.1条） 
第 10章  非国家年金保障、強制年金保険及び専業年金保険の分野における活動の規

制並びに当該活動に対する監督及び管理（第 34条ないし第 36条） 
第 10.1章 年金蓄積金の形成及び投資に係る活動の特例（第 36.1条ないし第 36.28

条） 
第 11章  終則（第 37条） 
 
 
 
添付法令資料 5： 
 

消費者の権利の保護に関する 1991年 5月 12日付ウクライナ法律 
No.1023-XII（目次） 

公布の日から施行 2012年最終改正 
 
 
第 1章  総則（第 1条ないし第 3条） 
第 2章  消費者の権利及びその保護（第 4条ないし第 23条） 
第 3章  消費者の社会的組織（消費者団体）（第 24条及び第 25条） 
第 4章  消費者の権利の保護の分野における権力機関の活動（第 26条ないし第 32

条） 
第 5章  終則 
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添付法令資料 6： 
 

ミャンマー連邦選挙委員会法（目次） 
（2012年／連邦議会法律第 4号） 

ビルマ暦 1375年タバウン月黒分 12日 
（2012年 5月 19日） 

 
 
第 1章  名称及び定義（第 1条及び第 2条） 
第 2章  組織、任命責任及び資格（第 3条ないし第 5条） 
第 3章  委員会の任期、辞職、譴責及び欠員のある場合における補充任命（第 6条

ないし第 9条） 
第 4章  責任及び職権（第 10条及び第 11条） 
第 5章  雑則（第 12条ないし第 20条） 
 


